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11月中国主要経済指標や物価等の動向
小売売上高の前年同月比伸び率は3ヵ月ぶりの低水準に

 11月の工業生産の前年同月比伸び率は10月より拡大。一方、小売売上高と固定資産投資は鈍化。
 景気の減速傾向が続いていることを受け、習近平指導部は新たな減税等を実施すると発表。
 11月の都市部の失業率は5.0％と、10月の4.9％から小幅に悪化。
 11月の消費者物価は前年同月比2.3％上昇し、上げ幅は約1年ぶりの大きさに。
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（1）小売売上高と固定資産投資は縮小
• 中国国家統計局が12月15日発表した11月の工業生産
は前年同月比3.8％増と、10月の同3.5％増から拡大
しました。好調な需要を背景に、スマートフォンが同
8.0％増と10月の伸び率を上回る一方、中国政府の融
資規制強化による不動産投資の縮小で、セメントが同
18.6％減と10月より減少幅が拡大しました。小売売
上高は同3.9％増と、10月の同4.9％増から減速しま
した。伸び率は3ヵ月ぶりの低水準となりました。新
型コロナウイルスの感染再拡大が響き、レストラン売
上は同2.7％減と3ヵ月ぶりに前年同月を下回りまし
た。工場やマンションの建設等を示す固定資産投資は
前年同期比5.2％増と、10月の同6.1％増から鈍化し
ました（図表1）。

• 中国経済は新型コロナウイルスの感染抑制にいち早く
成功し、堅調な回復を見せたものの、足元では減速傾
向が続いています。習近平指導部は12月10日、
2022年の経済運営方針を決める「中央経済工作会
議」で、景気下支えのために積極財政を続け、新たな
減税や中小零細企業等の支援を目的にコスト削減策を
実施すると発表しました。

（2）中国都市部の失業率は小幅に悪化
• 中国国家統計局が12月15日発表した11月の都市部の
失業率は5.0％と、10月の4.9％から小幅に悪化しま
した（図表2）。1～11月の都市部の新規雇用者数は
1,207万人で、前年同期より108万人増加しましたが、
コロナ禍前の2019年の同期を72万人下回りました。

（3）消費者物価の上昇率は約1年ぶりの大きさ
• 中国国家統計局が12月9日発表した11月の消費者物
価は前年同月比2.3%上昇し、上げ幅は2020年8月以
来の大きさとなりました。新型コロナウイルスの感染
再拡大に伴う物流の混乱で生鮮野菜の価格が同30.6%
上昇と、10月の15.9％から値上がりが加速したこと
等が影響しました。11月の生産者物価は同12.9%上
昇と、約26年ぶりの伸びとなった10月の同13.5%と
比べて鈍化しました（図表3）。

図表1： 主要経済指標（伸び率）の動向

※前年同月比、固定資産投資関連データは前年同期比

図表2：失業率（都市部）の推移

図表3：物価の動向
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• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
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• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
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ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

＜設定・運用＞

2/2


